
 第９号様式          区 協 議 会 

区  分 □諮問事項   ■協議事項   □報告事項 

件  名 
第６期障がい福祉実施計画（案）・第２期障がい児福祉実施計画（案） 

のパブリック・コメント実施について 

事業の概要 

（背景、経緯、 

  現状、課題等）

〇目的 

本計画は、障害者総合支援法及び児童福祉法に基づき、障害

福祉サービス等の必要な量の見込みとその提供体制の確保

が計画的に図られるようにすることを目的として策定する

もの。 

〇経緯 

平成 30 年３月に策定した第５期浜松市障がい福祉実施計画

第１期浜松市障がい児福祉実施計画の期間満了に伴い、「第

６期浜松市障がい福祉実施計画・第２期浜松市障がい児福祉

実施計画」を策定する。 

〇計画の位置付け 

第３次浜松市障がい者計画における分野別施策の「２生活支

援」に関する部分の実施計画。 

対象の区協議会  全区協議会 

内  容 

第６期障がい福祉実施計画（案）・第２期障がい児福祉実施

計画（案）のパブリック・コメント実施について概要を説明す

るとともに、内容について協議するもの。 

〇第６期障がい福祉実施計画（案）・第２期障がい児福祉実施

計画（案）の構成（案）※別添資料参照 

・第１章 計画の概要 

・第２章 令和５年度の成果目標 

・第３章 福祉サービスの見込量 

〇計画の期間   

令和３年度から令和５年度（３年間） 

〇計画施行時期 

令和３年４月 

備 考 
（答申・協議結果を得たい

時期、今後の予定など） 

・パブリック・コメント実施（案の公表、意見募集） 

期間：令和２年 11月 24日（火）～12月 25 日（金） 

・意見募集結果及び市の考え方を公表 

  時期：令和３年２月 

担当課 障害保健福祉課 担当者 柴田 多美子 電話 457-2863 

必要に応じて、記入枠の拡大や資料等の添付をしてください。

資料1 
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第６期浜松市障がい福祉実施計画（案） 

第２期浜松市障がい児福祉実施計画（案）の概要 

１ 計画の目的 

本計画は、障がいのある人の地域生活を支援するためのサービス基盤整備等にか

かる令和５（2023）年度末の数値目標を設定するとともに、令和３（2021）年度か

ら令和５（2023）年度までの障害福祉サービス等（障害福祉サービス、相談支援、

地域生活支援事業）及び障害児通所支援等（障害児通所支援、障害児入所支援、障

害児相談支援）を提供するための体制の確保が計画的に図られるようにすることを

目的として策定するものです。 

２ 計画の位置付け 

本計画は、「第３次浜松市障がい者計画」における分野別施策「２ 生活支援」に

関する部分の実施計画に位置付けます。 

３ 計画の期間 

令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までの３年間 

Ｈ30 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

４ 計画の基本理念 

本計画は、第３次浜松市障がい者計画と同一の理念とします。 

『支え合いによって、住み慣れた地域で希望を 

持って安心して暮らすことができるまち』 

５ 計画の評価体制 

障害者基本法に基づき浜松市が設置する附属機関で、障がいのある人に関する施

策の総合的かつ計画的な推進について必要な事項の調査審議等を行う「浜松市障害

者施策推進協議会」、当事者等及び障がい者関係団体より構成する「浜松市障がい者

自立支援協議会」、計画の実施主体である浜松市が、相互に連携して施策を進めます。 

また、PDCA サイクルの考え方のもと、計画における成果目標及び実績については、

「浜松市障害者施策推進協議会」や「浜松市障がい者自立支援協議会」を中心に、

定期的に調査、分析及び評価を行い、必要に応じて計画の変更や見直し等の措置を

行うこととします。

第５期障がい福祉実施計画 

第１期障がい児福祉実施計画 

H30～R２年度（３年） 

浜
松
市

第６期障がい福祉実施計画 

第２期障がい児福祉実施計画 

R３～R５年度（３年） 

第３次浜松市障がい者計画 

Ｈ30～Ｒ５年度（６年） 
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６ 令和５（2023）年度の成果目標 

（１） 福祉施設入所者の地域生活への移行 

● 本人が希望する地域で安心して暮らすことができる、地域生活への移行を推進

します。 

● 令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までの３か年に、施設入所からグ

ループホーム、一般住宅等へ移行する人の数を目標値として設定します。 

福祉施設入所者の地域生活への移行の実績と目標 

※ 平成27（2015）年度から令和元（2019）年度は実績値、令和２（2020）年度は

見込値、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度は目標値です。

（２） 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

● 精神障がいのある人が地域の一員として、安心して自分らしい暮らしをするこ

とができるよう、協議の場において課題を共有し、解決のための方策を話し合

います。 

● 退院率等の目標値については、県が目標設定するため、その目標が達成できる

よう必要な取り組みを進めます。 

（３） 地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

● 障がいのある人が安心して地域で生活できる体制を整備します。 

● 地域生活支援拠点等を継続確保するとともに、事業内容について、浜松市障が

い者自立支援協議会で検証及び検討します。 
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（４） 福祉施設から一般就労への移行 

● 自立支援の観点から、地域の中でいきいきと安心して生活を送ることができる

よう、福祉施設から一般就労への移行を推進します。 

● 福祉施設利用者のうち、就労移行支援事業等（生活介護、自立訓練、就労移行

支援、就労継続支援を行う事業をいう。）を通じて、令和５（2023）年度中に

一般就労へ移行する人の数を目標値として設定します。 

● 一般就労へ移行後の就労定着を図るため、就労定着支援事業の利用を促進します。 

就労移行支援事業等を通じた一般就労への移行の実績と目標 

※ 平成27（2015）年度から令和元（2019）年度は実績値、令和２（2020）年度は

見込値、令和５（2023）年度は目標値です。

（５） 障がい児支援の提供体制の整備等 

● 障がいのある子どもが身近な地域で必要な支援が受けられるように、支援等の

充実を図っていきます。 

● 各関連分野が共通の理解に基づき協働する総合的な支援体制を構築するため、

医療的ケア児等コーディネーターを配置します。 

（６） 相談支援体制の充実・強化等 

● 相談支援体制を充実・強化するため、基幹相談支援センターを継続設置し、総

合的・専門的な相談支援の実施及び地域の相談支援体制の強化を実施する体制

を確保します。 

（７） 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組にかかる体制の構築 

● 障害福祉サービス利用者が真に必要とする障害福祉サービス等の提供を行う体

制を構築します。 
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７ 障害福祉サービスの見込量 

〈見込量の考え方〉 

過年度のサービス利用実績を踏まえ、３年間のサービス利用量を見込みます。 

（１）訪問系サービスの実績と見込量 

・訪問系サービスは、ホームヘルパーが利用者の自宅を訪問し、入浴や排せつ、食

事の介助等、自宅での生活全般にわたるサービスです。 

・障がいのある人が、住み慣れた地域で安心して暮らすために必要な見込量を確保

するとともに、介護者の高齢化等に伴う介護力の低下による新たなニーズを見込

みます。 

訪問系サービス実績と第６期計画の見込量 

※ 平成29（2017）年度から令和元（2019）年度は実績値、令和２（2020）年度は

見込値、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度は目標値です。
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（２）日中活動系サービスの実績と見込量 

・日中活動系サービスは、昼間の活動場所となるとともに自立した生活を送るため

の訓練や支援の場です。 

・福祉就労の場や介護支援等を必要とする人が適切なサービスを受けることができ

るよう日中活動の場を確保します。 

・アンケート調査等により需要が高いサービスの利用確保に努めるとともに、既存

事業所の定員増を含めたサービス提供体制の見直し等により、見込量を確保して

いきます。 

日中活動系サービス実績と第６期計画の見込量

※ 平成29（2017）年度から令和元（2019）年度は実績値、令和２（2020）年度は

見込値、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度は目標値です。 
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（３）居住系サービスの実績と見込量 

・居住系サービスは、居住の場の一つとなるものです。 

・入所施設から地域生活へ移行する人や介護者の高齢化等に伴う介護力の低下に

よる新たなニーズを見込みます。 

居住系サービス実績と第６期計画の見込量

※ 平成29（2017）年度から令和元（2019）年度は実績値、令和２（2020）年度は

見込値、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度は目標値です。
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８ 児童福祉法に規定するサービスの見込量 

（１）児童福祉法に規定するサービスの実績と見込量 

・発達に課題のある子どもへのサービスは、就学前及び就学中の発達に課題のある

子どもへ療育を行うサービスであり、児童発達支援事業等による障がいの早期発

見、早期療育を支援するとともに、保護者の就労増加に伴ってニーズが高まって

いる放課後等デイサービス事業等の利用者増を見込みます。 

児童福祉法に規定するサービス実績と第２期計画の見込量 

※ 平成29（2017）年度から令和元（2019）年度は実績値、令和２（2020）年度は

見込値、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度は目標値です。 
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９ 地域生活支援事業の見込量 

事業名 内容 

令和 2 

（2020） 

令和 5 

（2023） 

見込値 計画値 

理解促進研修・啓発 

障がいのある人や障がい特性等について地域住

民の理解を深めるための研修や啓発活動を行いま

す。 

実施 実施 

自発的活動支援 

障がいのある人が自立した生活を営むことができ

るようにするため、障がい者団体等の自主的な取

り組みに対して支援します。 

実施 実施 

相
談
支
援

相談支援（委託） 設置数 

障がいのある人が自立した日常生活を営むため、

障がいのある人とその家族の相談に応じ、必要な

情報提供や権利擁護のための援助を行います。 

5 か所 5 か所 

基幹相談支援ｾﾝﾀｰ 設置数 
地域における相談支援の中核的な役割を担う機関

として設置します。 
1 か所 1 か所 

成
年
後
見
制
度

利
用
支
援

市長申立 利用件数 成年後見制度を利用することが必要であると見込

まれる障がいのある人に対し、成年後見制度の利

用を支援することにより権利擁護を図ります。 

11 件 17 件 

報酬助成 利用件数 75 件 105 件 

成年後見制度法人後見支援 

成年後見制度における後見等の業務を適正に行う

ことができる法人を確保できる体制整備と、市民後

見人の活用を含めた法人後見活動を支援すること

で、障がいのある人の権利擁護を図ります。 

実施 実施 

意
思
疎
通
支
援

手話通訳者派遣 派遣件数 意思疎通を図ることに支障がある障がいのある人

に意思疎通を支援する手話通訳者・要約筆記者等

の派遣等を行い、意思疎通の円滑化を図ります。 

1,300 件 1,300 件 

要約筆記者派遣 派遣件数 80 件 80 件 

日
常
生
活
用
具
給
付

介護・訓練支援用具 給付件数 

障がいのある人が自立した日常生活を送ることが

できるよう日常生活用具を給付します。 

61 件 76 件 

自立生活支援用具 給付件数 90 件 101 件 

在宅療養等支援用具 給付件数 124 件 145 件 

情報・意思疎通支援用具 給付件数 747 件 962 件 

排泄管理支援用具 給付件数 16,317 件 17,203 件 

居宅生活動作支援用具 給付件数 16 件 19 件 
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事業名 内容 

令和 2 

（2020） 

令和 5 

（2023） 

見込値 計画値 

奉
仕
員
養
成

研
修

手話奉仕員養成講座 修了者数 意思疎通を図ることに支障がある障がいのある人の自立し

た生活を営むことができるよう手話の技術を習得した者を養

成します。 

- 60 人 

要約筆記者養成講座 修了者数 10 人 10 人 

移動支援 利用者数 
屋外での移動が困難な障がいのある人の社会参加を促すた

めの支援を行います。 
372 人 460 人 

地域活動支援センター 設置数 
障がいのある人の地域生活支援の促進を図るため、創作活

動や生産活動の機会を提供する場を設けます。 
6 か所 7 か所 

専
門
性
の
高
い
相
談
支
援

発達障害者支援ｾﾝﾀｰ 設置数 
専門性の高い発達障がいに関する相談に応じ、障がいのあ

る人が自立した生活を営むことができるようにします。 
1 か所 1 か所 

障害児療育支援 設置数 

在宅の障がいのある人の地域における生活を支えるため、

身近な地域で療育指導等が受けられるよう療育機能の充実

を図ります。 

1 か所 1 か所 

専
門
性
の
高
い
意
思
疎
通

支
援
者
の
養
成
研
修

手話・要約 修了者数 

手話通訳者・要約筆記者・盲ろう者向け通訳者・失語症者向

け意思疎通支援者を養成することで、聴覚・言語機能、音声

機能等に障がいのある人の意思疎通を図ります。 

22 人 29 人 

盲ろう 修了者数 2 人 12 人 

失語者 修了者数 － 7 人 

専
門
性
の
高
い
意
思

疎
通
支
援
者
の
派
遣

手話・要約 利用件数 特に専門性の高い意思疎通支援を行う者を派遣する体制を

整備し、意思疎通を図ることが困難な障がいのある人が自

立した生活を送ることができるよう努めます。 

10 件 20 件 

盲ろう 利用件数 2,248 件 2,300 件 

発達障害者支援地域協議会 

による体制整備 
開催数 

発達障がいのある人への支援体制を整備するため、協議の

場を設置し、支援体制の充実を図ります。 
2 回 2 回 

日中一時支援 利用者数 

障がいのある人の日中活動の場を確保し、障がいのある人

の家族の就労支援や障がいのある人を日常的に介護してい

る家族の一時的な休息を図ります。 

598 人 579 人 

社
会
参
加
促
進
事
業

スポーツ・ 

レクリエーション 
実施回数 

各種事業の実施により障がいのある人の社会参加を促進し

ます。 

- 1 回 

芸術・文化 実施回数 3 回 3 回 

点字・声の広報 利用者数 138 人 140 人 



第６期浜松市障がい福祉実施計画（案）

第２期浜松市障がい児福祉実施計画（案）

に対するご意見をお待ちしています！

１．「第６期浜松市障がい福祉実施計画（案） 

第２期浜松市障がい児福祉実施計画（案）」とは 

本計画は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（以下「障害者総合支援法」という。）及び児童福祉法に基づき、障害福祉サ

ービス等の必要な量の見込みとその提供体制の確保が計画的な推進を図られ

ることを目的として策定するものです。

２．案の公表期間及び意見募集期間 

令和２年１１月２４日（火）～令和２年１２月２５日（金）

３．案の公表先 

障害保健福祉課、障害者更生相談所、健康増進課、精神保健福祉センター、

子育て支援課、児童相談所、中央図書館、教育委員会指導課、市政情報室、

区役所、協働センター、市民協働センター（中区中央一丁目）、パブコメ PR

コーナー（市役所本館 1階ロビー）にて配布

浜松市ホームページ（https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp）に掲載

【トップページ→ご意見・お問い合わせ→パブリック・コメント制度】

４．意見の提出方法 

意見書には、住所、氏名または団体名、電話番号を記入して、次のいずれかの

方法で提出してください。
（意見書の様式は特に問いませんが、参考様式を添付しています。なお、意見は浜松市ホ
ームページ上にある意見入力フォームからも直接提出できます。）

①直接持参 障害保健福祉課（市役所２階）まで書面で提出

②郵便【はがき、封書】

（最終日の消印有効）

〒４３０－８６５２

浜松市中区元城町１０３－２ 障害保健福祉課あて

③電子メール syoghuku@city.hamamatsu.shizuoka.jp 
④ＦＡＸ ０５３－４５７－２６３０（障害保健福祉課）

５．寄せられた意見の内容および市の考え方の公表

お寄せいただいたご意見の内容は、本市の考え方とあわせて、令和３年２月に

公表します。公表先は案の公表先と同じです。 

６．問い合わせ先 

健康福祉部障害保健福祉課（ＴＥＬ ０５３－４５７－２８６３）

｢パブリック・コメント制度｣とは、市が計画や条例など

を策定するときに、案の段階で市民の皆さんに公表し、ご

意見、ご要望などを聴きながら最終的な案を決定する手続

きのことをいいます。 

浜松市では、平成１５年４月から、この制度を導入して

います。 



パブリック・コメント意見提出様式
～ あ な た の ご 意 見 を お 待 ち し て い ま す ～

ご住所 
（所在地）

お名前 
（法人名・団体名） 

電話番号 

案の名称 
第６期浜松市障がい福祉実施計画（案） 

第２期浜松市障がい児福祉実施計画（案） 

意見募集期間 令和２年１１月２４日（火）～令和２年１２月２５日（金） 

意見欄 

・この様式は参考です。任意の様式でも提出していただくことができますが、その
場合でも、上記と同様の内容について記入をお願いします。 

・この様式は、市ホームページからもダウンロードできます。 

【提出先】  障害保健福祉課あて 
住 所   ：〒４３０－８６５２ 浜松市中区元城町１０３－２ 
ＦＡＸ   ：０５３－４５７－２６３０ 
Ｅ－ｍａｉｌ：syoghuku@city.hamamatsu.shizuoka.jp 



～どうやって意見を書いたらいいの？～

「もっとこうしたらどうか」「もっとこうしてほしい」など、計画や条

例の案を見て思ったこと、感じたことを箇条書きや文章にまとめてくだ

さい。 

 どうやって書いたらいいか分からない場合には、以下の書き方例を参

考にしてみてください。 

＜書き方例＞ 

・ ●ページにある「○○○○」という言葉は分かりにくいので、「□□

□□」に変えてはどうでしょうか。 

・ ●ページの「△△△△」については、「■■■■」という内容を追加

したほうがよい。その理由は･････だからである。

・ ●ページに書いてある目標件数ですが、「○○件」では少ないので、

「□□件」にすべきだと思う。

・ ●ページの「△△△△」という文章は具体的にどういう意味なのか。

また、専門用語が多く使われているので、計画の中に用語解説をつけ

るべき。 

皆さんからの

ご意見を 

お待ちして 

おるのじゃ！ 



下記の資料をご覧のうえ、ご意見をお寄せください

●パブリック・コメント実施案件の概要   

●「第６期浜松市障がい福祉実施計画（案）・第２期浜松市障がい児福祉実施計画（案）」 

    令和３（2021）年度～令和５（2023）年度 

  第１章 計画の概要          ･･････ Ｐ ３～Ｐ１１ 

  第２章 令和５年度の成果目標 ･･････ Ｐ１５～Ｐ２２ 

  第３章 福祉サービスの見込量     ･･････ Ｐ２５～Ｐ４７ 

参考資料               ･･････ Ｐ５１～Ｐ６３ 

●意見提出様式（参考）         



パブリック・コメント実施案件の概要 

案件名 
第６期浜松市障がい福祉実施計画（案）

第２期浜松市障がい児福祉実施計画（案）

趣旨・目的 

本計画は、障害者総合支援法及び児童福祉法に基づき、障害福祉サ

ービス等の必要な量の見込みとその提供体制の確保が計画的に図ら

れるようにすることを目的として策定するものです。

策定（見直し）に 

至った背景・経緯 

平成 30 年３月に策定した第５期浜松市障がい福祉実施計画、第１

期浜松市障がい児福祉実施計画が期間満了を迎えるため、障害福祉サ

ービス等の必要な量の見込みとその提供体制の確保が計画的に図ら

れるようにするため、これまでの実績をもとに、「第６期浜松市障が

い福祉実施計画・第２期浜松市障がい児福祉実施計画」を策定します。

立案した際の 

実施機関の考え方

及び論点 

障がいのある人へのアンケート調査や障害者施策推進協議会、障が

い者自立支援協議会市全体会や当事者部会、精神保健福祉審議会から

ご意見をいただき、本計画に反映するよう努めました。

案のポイント 

（見直し事項な

ど） 

必要な「障害福祉サービス」が提供されるよう、３年間の数値目標

の設定及び各年度のサービス需要を見込むとともに見込量の確保の

ための方策を定めました。 

関係法令・ 

上位計画など 

【関係法令】障害者総合支援法・児童福祉法 

【上位計画】浜松市障がい者計画

計画・条例等の 

策定スケジュール 

（予定） 

令和２年 11 月～令和２年 12 月 案の公表、意見募集 

令和３年 ２月     議会・委員会報告、市の考え方公表 

令和３年 ４月     計画の施行












































































































